予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名　ヘルスケア産業展開支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　 商工労働部　新産業・エネルギー振興課　エネルギー・成長産業係　
   電話番号：058-272-1111（内2935）
E-mail： c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　 11,500千円（前年度予算額：12,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,000

	要求額
	11,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
岐阜県成長・雇用戦略では、ヘルスケア（医療福祉機器）産業は成長産業分野と位置付け、当該分野の規模拡大を図っている。また、岐阜県内の製造業は自動車や航空機産業で培った高度なモノづくり技術有しており、当該分野に新規参入し事業展開を検討する企業が増加している。

このような状況に対応するため、ヘルスケア分野における新技術の開発、治験・薬事申請、販路開発など専門知識を有するコーディネータを設置し、県内企業のヘルスケア分野への新規参入・事業化を支援する。
（２）事業内容

　①コーディネータによる相談窓口の設置
平成２８年度に採用したコーディネータを含め専門知識を持つコーディネータ３名を研究開発財団医工連携推進室に配置するとともに、適宜、外部アドバイザーを活用し、ヘルスケア分野への新規参入など、薬機法やISO規格に係わる認証取得の相談に対応。

　②ニーズシーズマッチング、
　　　県内モノづくり企業と医療・福祉現場や医療機器メーカー・商社等とのマッチングを進め、事業化を見据えた研究会形成や新商品開発支援を支援。
③販路開拓支援
県内モノづくり企業が開発した製品を商社等への紹介支援や、医療福祉機器関連展示会への出展・出展支援を実施することで、の販路開拓を支援する。
（３）県負担・補助率の考え方
本県の「成長・雇用戦略」において位置付けた、成長分野における企業支援事業であり、積極的に進める必要がある。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
（研究開発財団）
	11,500
	・コーディネータによる相談窓口の設置　　9,667千円

・マッチング支援　　　　　　　　　　　　　587千円

・販路開拓支援　　　　　　　　　　　　　1,246千円

	合計
	11,500
	


	　決定額の考え方　

　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県成長・雇用戦略では、ヘルスケア（医療福祉機器）産業は成長産業分野と位置付け、当該分野の規模拡大を図っている。
（２）事業主体及びその妥当性
（公財）岐阜県研究開発財団が主体となり、これまでの実績を活かして実施する。医療・福祉現場との連携、国や他県との連携は、県が主体的に進め、県内企業支援を強力に後押しする。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	ヘルスケア産業展開支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	（公財）岐阜県研究開発財団

	補助事業の概要
	（目的）ヘルスケア分野への新規参入に必要な人材育成や現場やメーカーとのマッチング、個別案件の開発、製品化・事業化といった、各段階の企業活動をシームレスに支援し、県内モノづくり企業独自の技術シーズを活かした事業展開を支援する。
（内容）
①コーディネータによる相談窓口の設置

専門知識を持つコーディネータを研究開発財団医工連携推進室に配置するとともに、適宜、外部アドバイザーを活用し、ヘルスケア分野への新規参入など、薬機法やISO規格に係わる認証取得の相談に対応。

②ニーズシーズマッチング、

県内モノづくり企業と医療・福祉現場や医療機器メーカー・商社等とのマッチングを進め、事業化を見据えた研究会形成や新商品開発支援を支援。

③販路開拓支援

県内モノづくり企業が開発した製品を商社等への紹介支援や、医療福祉機器関連展示会への出展・出展支援を実施することで、の販路開拓を支援する。

	補助率等
	定額・定率・その他

（11,500千円）

	補助効果
	県内企業の医療福祉分野への新規参入、新たな事業展開が進み、県の産業構造が経済変動に強いバランスの取れた産業構造が構築される。

	終期の設定
	Ｈ３０
（理由）企業からの相談や支援要望が多く、これに対応できるコーディネータ人材も全国的に不足していることから、継続的な事業実施が必要。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　ヘルスケア分野に関連するマッチング案件を事業化に繋げる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H26年度末)
	現状
(H28年度末)
	目標

(終期)

	マッチング案件の事業化件数
	－
	３
	１６


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	12,000千円
	12,000千円
	(要求額)

11,500千円

	指標目標
	
	
	4
	8
	12

	指標実績
	
	
	1
	(推計値)

5
	(推計値)

9

	指標達成率
	％
	％
	25％
	(推計値)
63％
	(推計値)
75％


（前年度の成果）

	・コーディネータによる相談対応　25件

・外部有識者を活用した薬事相談　６回

・企業訪問調査　24社

・県内企業9社について、マッチング・商談を支援。

・県内企業１４社について、展示会出展を支援。
・三重県と合同事業(大阪産創館に5社出展、本郷展示会に2社出展)
・既設のコーディネータの後継者を育成のため、医療機器メーカーOBをコーディネータとして採用し、OJTを実施。
・展示会出展やマッチングを契機に、具体的な商談に繋がる事例が出てきており、企業からの多数の相談に対応した（薬事相談も増加）。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

コーディネート機能の強化（コーディネータの後継者育成）。

マッチング案件の事業化。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	人口減少、少子高齢化の進展により、ヘルスケア分野の需要増加は確実であるが、モノづくり企業が当該分野において新規開発、新規参入するためには、人材育成の他、コーディネータによる各種支援が必要不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	個別マッチング案件の事業化が着実に進みつつある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	研究開発財団と県庁で役割を分担し、効率的に企業支援を進めている。


（事業の見直し検討）

	モノづくり企業のヘルスケア分野への参入意欲は強くなっており、少子高齢化が進む中で、当該分野の新たな製品開発は県民の望むところでもあり、継続した企業支援が必要。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）
支援企業の事業拡大（医療分野の専用工場新設、業許可取得など）や支援案件の実用化・事業化などの成果も出はじめているが、事業化へのハードルが高く時間のかかる案件もあり、より強固な支援が必要である。


